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記 ノ
第1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 〇
・印

ては、る称及

関西タクシー株式会社 代 表取締役 仁 ノ岡 猛

注 1骸 当する□には、 レ印を記入してください。特定手業者以外で自主接加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目環年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に4Fい発生する温宣効果メスを、 「輸送車両排由区分j

とは、自動車選送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする草両の排出する温宣効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物草

両叉は旅客車両の排出する温宣効果ノスを、 「その他排出区分Jと は、上記以外の京都府内における事業所害の事業活動に件い発生する混葺効

果メスをいいます。
4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルイ

ー原単位C024t出 量、省エネ製品開発などfL者の温宝

効果ガス排出肖Ⅲ減への質離、グリーン調達の祭月、特定フ,ン などの条例指定外の温豊効果メスの削減などを記入してください。

市山科区東野舞台町1番地

特定事業者の

主たる業種

章担 !

該当する事業
者要件

r 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリントル以上))

賓譜只賛硲劇 掃智観世分縁鉛
は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
1150両以上)

京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に携算して3、000トン以上))

ロ

「

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 ハー ド、ツフトの両面からエネルギー消費の効率化を図り、平成19年に4°/o、平成20年に6C/O以上の肖J減を

目指す。

推 進 体 制 社長を トップにした省エネ実施本部による実施計画、進捗状況の管理

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 対象、工程等 計 回 肉 浴

〕8～ 20 事務所設備 (1)環境 省 エネ教育(2)省エネ機器の研究及び導入

営業草 ・社用草 (1)アイスト車両及び装置の研究(2)デジタルタコグラフの導入及び活用

18～ 20 営業草
(1)市場規模に適した保有台数の確立(平成18年3月、2両減草済)(2)マイ)に とって代われ

る魅力的なタクシー輸送の確立により交通量抑制に貢献する

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (冥績)
( 平 成17 )年 度
(二酸化炭素強算 (t))

目榛年度 (計画)
( 平 成20 )年 度
〈二酸“ヒ炭索決算 (t))

削減写
(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 214 045 t 201 20 t -60%

B輸 送車両排出区分 1,977 709  t 1,859 046  t - 6 0 %

cそ の他排出区分 t t
p/c

排出合計 1             2,191 754 t k2          2,060 249 t - 6 0 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 計画)

取組畳等 (二酸化炭素褒算 (■

森林の保全及び整備 (整備面積) ha (吸収重) t

府内産の木材の利用 (利用二) ■ ■
' (削減畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈充電量) kwh (削滋 量) t

〈熱供給量) CJ (削滋二) t

グリーン電力の購入 て購入二) k胡 (Hl蕩曇) t

削減量等合計 t

茎引排出量

〈排出合計―蔦Ⅲ済告合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖」減率 (計画)

Ⅲ1            2 191 754 t 1421-(Ⅲ31       2060 249  t - 6 0 %

特 記 事 項 1 単 に車両の走行距離を抑えるのにとどまらず、マイナイU用からタクシ
ー利用への変更を促せれる魅力的なタクシー会

社を確立し、京都市内の交通渋滞の緩和に貢献することを目指す。

連 絡 先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

佳 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


